
問い合わせ先　　　秘書広報課　☎２２－６８２１

１．職員の任免及び職員数に関する状況
（１）職員の採用状況 （平成２３年４月１日採用）

（２）職員の退職状況 （平成２２年度）

（３）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

総　　合　　計 ３５５ ３４６ △ ９

※ 　職員数は一般職に属する職員（教育長を含む）の数であり、地方公務員の身分を
保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。

合　　　　　　計 ３５２ ３４３ △ ９

一部事務組合への派遣職員 ３ ３ ０ 岐北衛生施設利用組合派遣

１９ １９ ０

小　計 ３１ ３１ ０

９４ △ ３

公営企
業等会
計部門

水　　道 １２ １２ ０

そ の 他

特別行
政部門

教　　育 ４３ ４１ △ ２ 事務事業の見直しによる減

消　　防 退職者不補充

小　計 ９７

小　計 ２２４ ２１８ △ ６

５４ ５３ △ １

０

土　　木 １９ １８ △ １ 事務事業の見直しによる減

農林水産 ９ ９ ０

衛　　生 １３ １３ ０

△ １ 事務事業の見直しによる減

事務事業の見直しによる減

民　　生 ９１ ９０ △ １ 事務事業の見直しによる減

税　　務 ２０

０

総　　務 ６２ ５９ △ ３

平成２２年度 平成２３年度

一般行
政部門

議　　会 ４ ４

１９

商　　工 ６ ６

０人 １５人

部　　　門
職員数（人） 対前年

増減数
主な増減理由

退職者数 ８人 １人 ３人 ３人 ０人

勧奨退職 普通退職 割愛県復帰 整理退職 死亡退職 合計

山県市人事行政の運営等の状況について
　「山県市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、職員の給与や勤務条
件など人事行政の運営状況を次のように公表します。

採用者数 ０人 ３人 ３人 ６人

区　分 一般職 専門職 割愛 ※ 合計

※ 　割愛とは、一定の手続きによって他の自治体などに身分を移すこ
とで、具体的には、岐阜県教育委員会の教諭を山県市職員に任用す
る場合を示します。

区　分 定年退職



（４）定員適正化計画の数値目標等

① 第３次定員適正化計画目標

② 過年度（実績）の概要

※ 　各年４月１日の職員数（割愛を含み、一部事務組合への派遣職員を除く。）

２．職員給与の状況
（１）人件費の状況 （平成２２年度決算統計）

※

（２）職員給与費の状況 （平成２３年度普通会計予算）

（３）ラスパイレス指数の状況（一般行政職） （平成２２年度）

（４）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）

（５）一般行政職の初任給状況 （平成２３年４月１日現在）

※

(１４０,１００円) １４８,５００円

　（　　）内は国家公務員の額を表しています。

区　　　分 決定初任給 採用２年経過日給料額

一般行政職
大学卒 １７２,２００円 (１７２,２００円) １８４,２００円

高校卒 １４０,１００円

一般行政職 ３４５,７４９円 ４６.６歳

技能労務職 ２３１,００５円 ５２.６歳

９８.８

※ 　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方
公共団体ごとの公務員の給与水準を示す指数です。

区　　分 平均給料月額 平均年齢

９１.８ ９３.２ ９３.２ ９４.０ ９２.８ ９６.６

※ 　職員手当には、退職手当は含まれていません。
　職員数は、教育長、公営企業等会計部門(31人)、派遣（3人）を除いています。

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 岐阜県 県内市平均 全国市平均

３１１人 1,207,438千円 173,010千円 434,150千円 1,814,598千円 5,835千円

　人件費には、特別職に支給される給料・報酬等を含みます。

職員数 給 与 費 １人当たり
給 与 費
（Ｂ/Ａ）（Ａ） 給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

前 年 度
人件費率（年度末） （Ｂ／Ａ）

29,898人 11,803,604千円 896,732千円 2,564,015千円 21.7% 20.9%

３４３人

住民基本台帳人口
歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ）

人件費率

職員数 ４１６人 ４０２人 ３８４人 ３７２人 ３５２人

17人

差　引 4人 △14人 △18人 △12人 △20人 △9人 △73人

90人

6人増　員 9人 4人 1人 6人 0人

平成２３年度 累計数値

減　員 5人 18人 19人 18人 20人 15人

区　分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

計 画 期 間
数 値 目 標

始 期 終 期

平成２３年度 平成２７年度
△ ２７人 (△ ７.７％)

３４９人 ３２２人



（６）経験年数・学歴別平均給料月額 （平成２３年４月１日現在）

（７）一般行政職の級別職員数と構成比 （平成２３年４月１日現在）

※

（８）職員手当の状況 （平成２３年４月１日現在）

月額 １１,０００円

年度内に満１６歳～２２歳までの子の加算 月額 ５,０００円

支給対象職員数 １６１人 平均支給月額 ２１,４００円

平成２２年度１人当たり平均支給額 １１,３２３千円

扶養手当
（国制度と同
じ）

配偶者 月額 １３,０００円

配偶者以外の扶養親族１人につき 月額 ６,５００円

職員に配偶者のない場合は扶養親族のうち１人

最高限度額 ５９.２８月分 ５９.２８月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）

貢献度に応じた調整額（調整月額の６０月分）

勤続２５年 ３３.５０月分 ４１.３４月分

勤続３５年 ４７.５０月分 ５９.２８月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置　５～２０％

　（平成２１年度～２６年度については、４～１５％）

退職手当
（国制度と同
じ）

（支給率）

退職区分 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２３.５０月分 ３０.５５月分

１２月期 １.１７５月分 ０.８７５月分 １.３７５月分 ０.６７５月分

計 ２.２００月分 １.７５０月分 ２.６００月分 １.３５０月分

期末手当 勤勉手当

６月期 １.０２５月分 ０.８７５月分 １.２２５月分 ０.６７５月分

区　　分 内　　　　　　容

期末手当

勤勉手当

（支給割合）

区　　分 特定管理職員 特定管理以外の職員

期　　別 期末手当 勤勉手当

計 １９４ １００.０ １００.０

　山県市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

６級 課長・主幹等 ４２ ２１.６ ２２.５

７級 部長等 ９ ４.６ ４.０

４級 係長等 ２４ １２.４ １１.０

５級 課長補佐等 ４０ ２０.６ ２１.５

２級 主任等 ４０ ２０.６ ２４.５

３級 主査等 ３５ １８.０ １４.５

区　　分 標準的な職務内容 職員数(人) 構成比(％) １年前の構成比(％)

１級 主事等 ４ ２.１ ２.０

一般行政職
大学卒 ２４２,１００円 ２７６,９７１円 ３４８,２００円

高校卒 １９５,０００円 ２４１,５２８円 ３１０,２００円

区　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年



（９）特別職の報酬等の状況 （平成２３年４月１日現在）

１４.５％

支給対象職員数 ４５人 平均支給月額 ３,２００円

手当の種類 １種類（消防職員出動手当）

支給単価
出動１回につき５００円

職員全体に占める手当支給職員の割合

報
酬

議 長 ３７８,０００円
１２月期 ２.０２５月分

副 議 長 ３４０,０００円

委 員 長 ３２５,０００円
計 ３.９００月分

議 員 ３２０,０００円

給
料

市 長 ８２０,８００円
６月期 １.８７５月分

副 市 長 ６７６,６００円

平成２１年度 １９４千円

※ 　支給対象職員数と平均支給月額については、平成２３年４月１日現在の給与実態
調査に基づく数値です。（普通会計）

区　　分 月　　額 期末手当支給割合

救急救命士として出動１回につき７００円

時間外勤務手
当

支給総額
平成２２年度 ４９,３８７千円

平成２１年度 ５１,９２３千円

職員１人当たり
平均支給年額

平成２２年度 １８９千円

５６人 平均支給月額 ３５,８００円

特殊勤務手当

４,６００円

管理職手当

（支　給　月　額）

部長級等 課長級等 主幹級等

６６,４００円 ４１,６００円 ２０,８００円

支給対象職員数

通勤手当
（国制度と同
じ）

交通機関等利用者

　運賃相当額に応じ 支給限度額　月額 ５５,０００円

自動車等使用者

　片道２㎞以上の使用者に対して、距離に応じ月額２，０００円
～２４，５００円

支給対象職員数 ２５７人 平均支給月額

区　　分 内　　　　　　容

住居手当
（国制度と同
じ）

借家・借間に係る手当

　月額１２，０００円を超える家賃を負担している職員に対して家賃
額に応じて２７，０００円以内

支給対象職員数 ２８人 平均支給月額 ２５,４００円

平成２３年７月～平成２７年４月までは、市長７３８，０００円、副市
長６４２，０００円。



３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間の状況 （平成２３年４月１日現在）

（２）年次有給休暇の状況 （平成２２年度）

（３）時間外勤務の状況 （平成２２年度）

（４）育児休業の状況 （平成２２年度）

４．職員の分限及び懲戒処分の状況
（平成２２年度）

５．職員の服務の状況
（平成２２年度）

※

６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（１）主な職員研修の実施状況 （平成２２年度）

（２）勤務成績の評定の実施状況 （平成２２年度）

態度（責任感、積極性、協調性など）および能力（企画、判断、
知識など）について６段階評価

１１月、３月

評定の対象職員 全職員（育児休業者及び休職者を除く。）

評定項目等

派遣研修 ４人 自治大学校、市町村職員実務研修等

市単独研修 ６８０人 勤務評定（被評価者）研修等

評定の時期

階層別研修 １９人 幹部セミナー、課長級研修、課長補佐級研修等

課題別研修 ４６人 行政実務講座、法制執務講座、複式簿記講座等

区　　分

営利企業等の従事

許可件数

０件

職務専念義務の免除※

研修区分 受講者数 研修内容等

市行政の運営上役員その他の地位に就くことが特に必要と認められる団体の
役員に就き、その事務を行う場合を除く。

０件

分限処分 ４人 休職（心身の故障による）

懲戒処分 ０人

新たに育児休業した職員数 前年度から引き続き育児休業した職員数

５人 ６人

区　　分 処分者数 処分内容及び事由

１年度につき２０日付与
翌年度に限り２０日を限度
として繰越可

８.０日 ２０.２％

対象職員数 平均時間外勤務時間数

２６４人 ７４.８時間

開始・終了時刻 開始　８：３０　／　終了　１７：１５

休　憩　時　間 １２：００ ～ １３：００

制　度　の　概　要 平均取得日数 消化率

正規の勤務時間 １週間あたり３８時間４５分、１日につき７時間４５分



７．職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）職員の健康診断の実施状況

（２）共済制度

（３）公務災害の発生状況 （平成２２年度）

８．公平委員会に係る業務の状況
（平成２２年度）

区　　分 件　　数

　全職員を対象に年代別健康診断を実施し、健康管理に努めました。

　岐阜県市町村職員共済組合に加入し、職員の生活の安定と福祉の向上を図っていま
す。
　また、会員（職員）の掛金で運営する山県市職員互助会を組織し、福利厚生事業の充
実を図っています。（職員互助会への公費負担はありません。）

件　　数

勤務条件に関する措置要求 ０件

不利益処分に関する不服申し立て ０件

公務上の災害 ４件

通勤による災害 ０件

区　　分


